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１．はじめに 

頻繁に環境アセスメントの対象となる猛禽類は、

生息環境を定量的・効率的に把握するための手法が

確立されておらず、道路やダムなど各種事業におい

てその調査・保護・保全のために多くの人員と期間

を必要としてきた。そこで国総研では、猛禽類に対

する効果的な環境保全措置と効率的なモニタリング

手法の開発を目指し、研究を進めている。 

２．生息環境の定量的評価手法の開発 

 現在、猛禽類の営巣環境及び餌場環境を定量的に

予測・評価する手法“生息適地モデル”の試作と改

良を進めている。生息適地モデル（ハビタットモデ

ル、種の分布モデルとも呼ぶ）は、生物種の分布情

報と景観構造（地形や植生等）の関係を統計学的な

手法を用いて予測する手法、すなわち対象種が分布

している環境と類似した環境条件の場所を統計モデ

ルによって抽出・把握する技術と言える（図1）。 

 研究では、全国の直轄道路事業における生物調査

の結果（平成21～24年度の約500事例）を収集し、猛

禽類の営巣情報を集約した。これを既存のGIS情報

（基盤地図や植生図）と統合し、全国、地方、事業

レベルの各空間スケールで、予測精度の高い生息適

地モデルの開発と、予測上の技術的課題についての

検討、予測結果の地図化（例：図2）を行っている。 

３．今後の展開 

生息適地モデルを用いることで、環境アセスメン

トにおける重点調査地の抽出や保全上重要な地域を

知ることができるようになる。また近年、動物調査

の分野においてレーダーやマルチスペクトルカメラ、

位置追跡装置などの新技術を用いた調査手法が考案

されている。そこでこれらの技術を活用した効率的

な猛禽類のモニタリング手法についても検討を進め

ている。これらの成果については、今後、各事業現

場において活用可能な資料としてとりまとめ、国総

研HPで公開することを予定している。 
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図2 試作モデルによるオオタカの営巣適地の予
測結果。赤の場所ほど，営巣の可能性（ポテンシ
ャル）が高く，青色に近づくほど低いことを示す。   図1 生息適地モデルの解析フロー 
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１．はじめに 

 日本再興戦略（平成25年6月14日閣議決定、平成26

年6月24日改訂）において、首都圏空港の機能強化は、

立地競争力の更なる強化のための施策として位置づ

けられている。これに向けた技術的な検討の基礎と

するため、国土交通本省航空局は、交通政策審議会

航空分科会基本政策部会（平成25年9月26日）におい

て最新の航空需要予測値を公表した。当該予測に用

いた予測モデルは、従前より国総研空港研究部で構

築・改善してきたものである。また、その適用に際

して本省に対し技術的助言を行った。 

 更に、整備新幹線やリニア中央新幹線開通、ある

いは、羽田空港発着国内線LCCなど、新たな交通サー

ビスが実現した場合における転換需要を精緻に推計

するため、モデルの改善を進めている。 

 

２．国内線LCC将来需要の試算  

(1)概要  

 道路・鉄道・航空分野においては、全国幹線旅客

純流動調査において取得した旅行者のトリップデー

タに基づき需要予測を行っている。リニアや羽田空

港発着のLCC等、現存しない交通機関に係る予測を行

う際には、別の手段によるデータ取得が必要である。

そこで、航空利用者に対する選好表明型調査（SP調

査）を国総研において実施した。取得したデータに

基づき、LCCやリニアを明示的に取り扱う交通機関選

択モデルを構築するとともに、首都圏～近畿圏、首

都圏～福岡県及び近畿圏～福岡県における国内線

LCCの将来需要（交通機関分担率）を試算した。 

(2)結果 

紙面の制約上、首都圏～近畿圏に係る結果を示す。 

「リニアあり」のケースにおいて、LCCの運賃が実

勢運賃の3割引となる場合にあっては，航空需要が

数％増加し、鉄道需要はほぼ変わらないものと試算

した。LCCの運賃が実勢運賃の5割引となる場合にあ

っては、航空需要が7割弱増加し、鉄道需要は約1割

減少するものと試算した。 

 

（注）「リニア」・・品川～名古屋をリニア，他を新幹線で移 

   動する経路，「FSC」・・フルサービスキャリア 

図－２ 首都圏～近畿圏の試算結果（機関分担率） 

(3)今後の展望 

構築したモデルは、交通機関分担率を推計するも

のに留まる。実務上要請される経路選択モデル（例

えば、羽田～伊丹、羽田～関西等、航空路線別の需

要を推計するモデル）の構築を進めている。 

【参考】1) 交通政策審議会航空分科会基本政策部会 

http://www.mlit.go.jp/common/001018977.pdf 
2) 国総研資料 No.784 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0784.htm 

図－１ 首都圏の航空需要予測（発着回数） 
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